
様式１（主な取組）

（1）取組の進捗状況 (単位：千円)

主な取組 所有者不明土地調査事業 実施計画記載頁 154

対応する
主な課題

②沖縄戦で公簿・公図が焼失したため所有者が判明しない所有者不明土地については、戦後70年余が経過し、所有者の特定が難しくなっており、抜本的解決
が求められている。

「主な取組」検証票

施策展開 2-(5)-イ 戦後処理問題の解決
施 策 ②　所有者不明土地問題の抜本的解決

施策の小項目名 ―

実施主体 国、県、市町村

１　取組の概要（Plan）

取組内容 年度別計画

　平成24年度より国からの委託を受け所有者不明土地実態調査を開始（県案5ヶ年）。所
有者不明土地に係る登記簿、公図、旧土地台帳等資料収集による基礎調査、現況把握
のための測量、真の所有者確定に向けた所有者探索を実施する。

H29 H30 R元（H31） R2（H32） R3（H33）

 担当部課【連絡先】 総務部管財課 【098-866-2106】

２　取組の状況（Do）

予算事業名 所有者不明土地調査費

主な財源 実施方法
H26年度 H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 R元（H31）年度 平成30年度活動内容と令和元年度（平成31年度）の活動計画

決算額 決算額 決算額 決算額 決算見込額 当初予算額 主な財源 ○H30年度：　　過去の探索調査で訪問するも不在等の理由
で未聴取となっている隣接地主及び所有者不明土地上の墓
の持ち主への情報聴取を行った。

64,677 0 ○R元（H31）年度：　－

予算事業名

内閣府計
上

委託 85,915 150,936 185,798 132,563

決算額 決算額 決算見込額 当初予算額 主な財源

H26年度 H27年度 H28年度 H29年度

○R元（H31）年度：

○H30年度：
主な財源 実施方法

H30年度 R元（H31）年度 平成30年度活動内容と令和元年度（平成31年度）の活動計画

決算額 決算額

測量等調査

所有者探索 追加・補足調査
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活動概要

進捗状況の判定根拠、要因及び取組の効果

 (２)これまでの改善案の反映状況

活動指標名 測量等調査 H30年度 H30年度
決算見込
額合計

進捗状況

実績値

H26年度
　所有者探索調査については、真の所有者の可
能性のある者を特定するため、未聴取となってい
た隣接地主や墓の所有者に対する情報聴取を
843筆で実施した。また、新聞広告掲載等の広報
活動を行った。

540筆 550筆 503筆 387筆 ― ―

64,677 順調

H27年度 H28年度 H29年度 実績値(A) 計画値(B)
達成割合

A/B

達成割合
A/B

180筆 720筆 790筆 737筆 843筆 843筆 100.0%

活動指標名 所有者探索 H30年度

実績値

H26年度 H27年度 H28年度 H29年度 実績値(A) 計画値(B)

　所有者探索について、これまでの調査で未聴取
であった隣接地主や墓の所有者がいる843筆を
調査対象とし、計画どおり調査を実施した。これ
により調査が必要な土地の全筆の調査をひとと
おり終了することができた。活動指標名 H30年度

実績値

H26年度 H27年度 H28年度 H29年度 実績値(A) 計画値(B)
達成割合

A/B

平成30年度の取組改善案 反映状況

①未聴取となった隣接地主に対し、平成30年度に継続調査を行う。
①未聴取となった隣接地主への聴取を計画どおり行った。調査対象の843筆のうち、48
筆において有力情報を得ることができた。
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４　取組の改善案（Action）

・内閣府の検討において、所有者不明土地が県民の財産として有効活用がなされるような方向で議論が行われるよう、内閣府や検討会事務局と調整するなど、県や市町村の考
えを議論に反映させていく。また、真の所有者に関する情報の収集・整理を関係市町村と連携し取り組み、国と情報共有を図る。

○内部要因 ○外部環境の変化

・実態調査は計画どおり終了した。
・実態調査の進捗等を踏まえ、内閣府は、平成30年度において、解決策の検討のため、
所有者不明土地の現況把握や課題の整理等に着手した。

・戦後70年以上が経過し、所有者不明土地周辺風景の変化等により当時の状況を確認
できる隣接地主等の追跡自体も困難な状況にあることから有力情報の入手は難しく
なっており、真の所有者探索は時間の経過とともにさらに困難になることが予想される。

(2)改善余地の検証（取組の効果の更なる向上の視点）

・内閣府は平成30年度から解決策の検討に着手しており、検討が円滑かつ有意義になされるよう支援していく必要がある。また、真の所有者に関する情報の収集・整理を、引き
続き市町村と連携して取り組む必要がある。

３　取組の検証（Check）

(1)推進上の留意点（内部要因、外部要因の変化）


